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○ はじめに 

 

この冊子は、平成 30 年度決算から松戸市の財政状況の概要と特徴を解説したもの

です。 

 

平成 30 年度の歳入については、市税収入が 691 億円となったほか、所与の政策

を実行するための国庫支出金や地方債等をあわせ、総額で1,517 億円となりました。 

歳出については、社会保障関連の支出を中心に目的別分類では民生費、性質別分類

では、扶助費と物件費が増加しており、総額で 1,4５８億円となっています。 

また、一般会計市債残高は、臨時財政対策債の調達による増加に加え、中央消防署

建設事業の財源の一部に借入れを活用したこと等により、1,204 億円（特例債を除く

と、524 億円）となりました。特別会計や企業会計を加えた市全体では、1,995 億

円の市債残高となっています。 

 

松戸市では、健全財政を維持しつつ、今後予定される大規模事業への投資にも対応

するため、限られた財源を今まで以上に有効に活用し、施策の選択と集中を適切に実

施していくことが一層求められます。 

今後の行財政運営のあるべき姿を検討する上でも本冊子を参考にしていただきたい

と考えています。 

 

なお、各年度の決算数値は、主に地方財政状況調査表（決算統計）の普通会計＊の

数値から記載していますが、表示は、便宜上、億円単位としています。 

また、単位未満は四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。 

 

＊普通会計 ⇒ 総務省の定める基準で、他の市町村との比較のために各地方公共団体の会計を統一的

に再構成したものです。松戸市の場合、普通会計は、一般会計決算から後期高齢者医療特別会計の一部、

保育所運営事業の一部、借換債にかかる歳入・歳出を差し引いた計数と一致しています。 
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１．一般会計決算の概要 

 

一般会計の決算額は、過去最高であった平成２８年度決算から２年連続して減少しています。 

歳入は1,517 億円、歳出は1,458 億円となり、翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質収

支は５６億円となりました。 

 

【前年度との比較】 

 

 
【歳入額の推移】 

 

 

区　　　　　　　分 30年度 29年度 対前年増減 増減率

歳入決算額　A 1,517億円 1,539億円 ▲22億円 ▲1.4％

歳出決算額　B 1,458億円 1,470億円 ▲12億円 ▲0.8％

形式収支　C(A-B) 59億円 69億円 ▲10億円 ▲14.5％

翌年度へ繰り越すべき財源　D 3億円 4億円 ▲1億円 ▲25.0％

実質収支　E(C-D) 56億円 65億円 ▲9億円 ▲13.8％

決算の総額は、歳入・歳出ともに2 年連続して前年度を下回りました。 
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歳入・歳出の内訳や構成比、市民1 人当たりの歳入・歳出は以下のとおりです。 

【歳入の内訳】  総額1,5１７億円          【市民１人当たりの歳入】 

   

 

【歳入の説明】 

①地方税 市民税・固定資産税・市たばこ税・都市計画税等 

②地方消費税交付金 消費税のうち、地方消費税として県が清算後交付したもの 

③地方交付税 市が標準的な仕事をしていく上で、必要な経費を算出し国から交付されたもの 

④分担金及び負担金 法律や法例に基づき、利益を受ける者にその費用の一部を負担してもらうもの 

⑤使用料及び手数料 市の財産を使用した人や、特定のサービスを受けた人からの対価 

⑥国庫支出金 国が交付する負担金・補助金・委託金 

⑦県支出金 県が交付する負担金・補助金・委託金 

⑧財産収入 基金の利子収入や市有財産の貸付及び売り払いしたお金 

⑨繰入金 他会計から移された資金、基金の取り崩しにより繰り入れたお金 

⑩繰越金 前年度から繰り越したお金 

⑪諸収入 延滞金や雑入等、他の科目に属さない収入 

⑫地方債 市が国や金融機関等から長期に借りたお金 

⑬その他 
地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付

金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金、寄附金 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地方税 138,984

② 地方消費税交付金 16,297

③ 地方交付税 13,518

④ 分担金及び負担金 2,991

⑤ 使用料及び手数料 7,543

⑥ 国庫支出金 60,028

⑦ 県支出金 18,920

⑧ 財産収入 352

⑨ 繰入金 1,924

⑩ 繰越金 13,890

⑪ 諸収入 3,520

⑫ 地方債 22,255

⑬ その他 5,005

計 305,225

※人口は平成31年3月31日現在496,961人

　　（住民基本台帳）で計算

科目
決算額
（円）
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【歳出額の推移】 

 
【歳出の目的別分類】 総額1,4５８億円   【市民１人当たりの歳出（目的別）】 

   
【歳出（目的別）の説明】 

 

①総務費 24,879

②民生費 147,627

③衛生費 30,105

④商工費 1,701

⑤土木費 26,614

⑥消防費 13,087

⑦教育費 28,528

⑧公債費 18,351

⑨その他 2,493

計 293,383

※人口は平成31年3月31日現在496,961人

　　（住民基本台帳）で計算

科目
決算額
（円）

①総務費

②民生費

③衛生費

④商工費

⑤土木費

⑥消防費

⑦教育費

⑧公債費

⑨その他

市役所の事務管理や広報まつどの発行等に使った費用

保育所の運営・特別養護老人ホームの建設といった児童や高齢者、障がい者
等への福祉サービスに使った費用

ごみ対策や保健衛生の充実等に使った費用

商店街の活性化や、観光イベントへの支援等、地域経済の振興に使った費用

道路・河川・公園等、都市基盤の整備に使った費用

消防や防災対策等に使った費用

小・中学校の運営・校舎の耐震改修といった教育や、図書館・博物館の運営
といった文化・スポーツの振興に使った費用

市債の返済に充てた費用

議会費、労働費、農林水産業費、災害復旧費、諸支出金
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 【歳出の性質別分類】 総額1,4５８億円   【市民１人当たりの歳出（性質別）】 

   

【歳出（性質別）の説明】  

  

（参考）性質別分類の考え方 

 

① 人件費 50,986

② 物件費 45,316

③ 維持補修費 4,066

④ 扶助費 97,132

⑤ 補助費等 20,696

⑥ 公債費 18,351

⑦ 積立金 3,673

⑧ 投資及び出資金・貸付金 4,162

⑨ 繰出金 25,879

⑩ 投資的経費 23,123

計 293,383

※人口は平成31年3月31日現在496,961人

　　（住民基本台帳）で計算

科目
決算額
（円）

①人件費

②物件費

③維持補修費

④扶助費

⑤補助費等

⑥公債費 国や金融基金などから借りている市の借金（市債）を返すための費用

⑦積立金

⑧投資及び
　 出資金・貸付金

⑨繰出金

⑩投資的経費

市の職員や議員、各種委員に払う給与や報酬などにかかる費用

光熱水費（電気・水道等）や消耗品費（事務用品等）などにかかる費用

道路、公園、学校、公営住宅など社会資本の整備にかかる費用

公共施設の維持や修理にかかる費用

医療や福祉など、生活を助けるための支援にかかる費用

他の団体への補助金や負担金などにかかる費用

特定の目的のためにある市の貯金（基金）への積立にかかる費用

公益上の必要性による会社の株式取得や財団法人設立の際の出資費用

一般会計から特別会計等への支出にかかる費用

積立金

繰出金

経常的経費

義務的経費

人件費
職員の給与、議員報酬など

扶助費
生活保護費、各種措置費など

公債費
市債の元金・利子や一時借入金の利子を支払う経費

物件費
需用費（消耗品、燃料費、電気・水道、印刷製本費、修繕料など）

役務費（電話料、郵便料、手数料など）、委託料、使用料など

維持補修費 施設の維持に係る修繕料、委託料など
投資及び出資金・貸付金

補助費等 補助金、負担金、報償費、保険料など

普通建設事業費
公共用または公用施設の建設事業に要する投資的経費

災害復旧事業費
大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設を
復旧するための経費

失業対策事業費
失業者の救済のために支出する経費

投資的経費

経常的繰出金・貸付金 経常的に支出されるもの
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２．市税の状況 

 

市税収入は、個人市民税等を中心に毎年ゆるやかではありますが増加傾向にあります。 

平成30 年度の収納率は、97％（現年度分99％、過年度分35％）となっており、高い水

準を維持しています。 

【市税の税目別収入額の推移】 

  

【市税収入と収納率の推移】 

 

平成30 年度の市税収入は、前年度より４億円程度増加しました。 
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【市民１人当たりの市税収入の状況】 

区  分 松戸市 千葉市 船橋市 市川市 柏市 

市税収入額 138,894 円 203,206 円 156,509 円 172,007 円 161,566 円 

担税力（注） 100 146.3 112.7 123.8 116.3 

 （注） 松戸市の市民1 人当たりの市税収入「100」とした場合の比較 

  ※ 人口は平成31 年3 月31 日現在住民基本台帳人数で計算 

     

 

歳入は、「自主財源」と「依存財源」にわけることができます。 

 自主財源は、市税等、市が自主的に収入することができる財源であり、依存財源は、調達を

国や県の意思決定に依存している財源のことです。 

名 称 自主財源 依存財源 

３０年度決算額（構成比） 8４２億円（55.５％） ６７５億円（４４.５％） 

内 容 市税、分担金及び負担金、使用

料及び手数料等 

地方交付税、国・県支出金、地

方債等 

依存財源には、地方交付税や国・県支出金等、直接交付される財源のほか、地方債のように

協議により調達額を決定するものもあります。 

いずれにしても依存財源は、国税収入の動向により年度間で額が変動することや、交付事業

の多くは一定割合を市が負担する必要があること、また地方債（市債）の償還財源は将来の自

主財源であることから、財政の自主性や行政活動の安定度・健全度を維持していく観点からは、

より多くの自主財源を確保することが望まれます。 

市民1 人当たりの市税収入（担税力）は、近隣市に比べ低い状況です。 

市税等の自主財源は８４２億円、歳入全体に占める比率は55.５％となっています。 
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３．歳出（性質別分類）の内容 

（１）経常的経費の状況 

 

【前年度との比較】 

区    分 30 年度 29 年度 増減率 
決算総額に 

占める構成比 

経常的経費合計 1,299 億円 1,287 億円 0.9％ 89.1％ 

うち義務的経費計 827 億円 830 億円 ▲0.3％ 56.7％ 

 「経常的経費」とは、行政サービスを維持していく上で、事務事業の実施にあたり、毎年

度経常的に支出する経費のことで、歳出総額の約９割を占めています。 

 このうち、毎年の支出が義務付けられ、節減することが難しい人件費、扶助費、公債費を、

「義務的経費」として整理しています。 

 義務的経費の中で、５割以上を占める扶助費は、児童福祉費や生活保護費を中心に引き続

き増加しており、国民健康保険、後期高齢者医療及び介護保険特別会計への事務費等の経常

的な繰出しとあわせ、社会保障関係経費全体についても増加しています。 

 

【経常的経費の推移】 
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409 427 458 484 483
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215 217 225
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⼈件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修費 補助費等 経常的繰出⾦・貸付⾦

扶助費
74億円増加

(H26→H30)

1,2991,2871,2571,218
1,173

義
務
的
経
費

歳出総額の約９割を占める経常的経費は、扶助費、物件費、補助費等 

を中心に年々増加しています。 
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【扶助費の推移と歳出総額に占める割合】 

区    分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

扶 助 費 409 億円 427 億円 458 億円 484 億円 483 億円 

対歳出総額比 28.7％ 29.8％ 30.3％ 32.9％ 33.1％ 

 

子ども、生活困窮者、障がい者に対する扶助費は年々増加しており、歳出総額に占める割

合も上昇しています。構成比は、児童福祉費が41％、生活保護費が36％となっています。 

なお、高齢者福祉の分野については、介護保険事業費や後期高齢者医療事業費の特別会計

より４１５億円が支出されています。 

 

【扶助費とその内訳の推移等】

 

 

扶助費は、急速な少子高齢化の進展等を背景に年々増加しており、子育て支援や高齢者支援

等、現下の政策課題に対応するため、今後も増加することが見込まれます。 

このため、緊急性・重要性の高い施策を優先しつつ、事業の重点化・効率化も進めることで、

限られた財源の中で最大限の効果を発揮できるように取り組んでいます。 

  

（単位：億円）

うち

一般

財源

うち

一般

財源

うち

一般

財源

うち

一般

財源

うち

一般

財源

うち

一般

財源
(1年間)

うち

一般

財源
(5年間)

うち

一般

財源

409 121 427 128 458 132 484 142 483 143 100.0% 100.0% △ 0 .2% 0 .7% 18.4% 18.2%

83 26 88 28 104 30 111 32 92 29 19.0% 20.3% △ 17.1% △ 9.4% 10.8% 11.5%

149 42 156 48 166 49 178 56 200 61 41.4% 42.7% 12.4% 8.9% 34.2% 45.2%

161 40 168 40 170 40 178 41 174 41 36.0% 28.7% △ 2.2% 0.0% 8.1% 2.5%

15 13 15 12 18 13 17 13 17 12 3.5% 8.4% 0.0% △ 7.7% 13.3% △ 7.7%

28年度 29年度 30年度 30年度構成比 29→30年度伸率 26→30年度伸率

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

その他

26年度 27年度

扶助費計

扶助費は、児童福祉費と生活保護費で総額の約８割を占めています。 

最近は、子育て支援の充実に伴い児童福祉費が伸びています。 
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（２）投資的経費の状況 

 

【前年度との比較】 

区    分 30 年度 29 年度 増減率 
決算総額に 

占める構成比 

投資的経費 115 億円 132 億円 ▲13.0％ 7.9％ 

 

平成30 年度の投資的経費は、中央消防署の建設や六和クリーンセンターの解体等の施設

整備に充てられた一方で、平成29 年度に実施した、健康福祉会館の用地等購入といった事

業等が完了したことにより減少しています。 

今後、まちを再生し、賑わいのあるまちづくりを進めていく上で、投資的経費の増加が見

込まれますが、長期的な視点での財政負担も考慮しつつ、最も経済的・効率的な整備手法を

用いるなど、適時・適切に対応していく必要があります。 

 

【投資的経費の推移】 

 

 

 

【直近５ヶ年の主な大規模事業と事業費】 

東松戸小学校         ４７億円（平成２８年４月開校） 

小・中学校冷房化       ６１億円（平成２７～令和１０年度） 

（注）令和10 年度までの債務負担行為を含む 

 

161 153 

213 

132 
115 

0

50

100

150

200

250

26 27 28 29 30

(億円)

（年度）

投資的経費の推移
東松⼾⼩学校

H28年4⽉開校
47億円

平成30 年度は、中央消防署の建設や六和クリーンセンターの解体等を実施しました。 
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（３）財政指標から見る財政の状況 

① 財政力指数  

 
 

財政力指数は、標準的な行政活動を行うために必要な財源をどのくらい自力で調達できるか

を表した指標であり、同指数が大きいほど財源に余裕があることを示します。 

単年度の数値が1.0 未満の場合には、普通交付税が交付されます。 

松戸市は、平成 8 年度から普通交付税の交付団体となっており、ここ数年の財政力指数は

0.9 前後で推移しています。これは、松戸市の収入が標準的な行政サービスを行うために必要

な経費の0.9 倍であることを意味しています。 

なお、財政力指数の全国平均は、0.6 程度（P21 参照）となっています。  

（参考）【算出式】基準財政収入額 ÷ 基準財政需要額 

 

【財政力指数（単年度）の推移】 
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財政⼒指数（単年度）の推移

松戸市の財政力指数は、1.0 未満であり、普通交付税の交付団体です。 
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② 経常収支比率 

 
 

経常収支比率は、財政構造の弾力性を測る指標で、人件費、扶助費、公債費等、経常的に支

出する経費に対して、市税や地方交付税、地方譲与税等、経常的な収入である一般財源が、ど

の程度充当されているかを見るものです。 

この数値が低いほど財源に余裕があり、財政運営の自由度が高いことを示します。 

都市にあっては 80％程度の水準が好ましいとされているものの、松戸市は、現在の全国平

均と同程度の９０％程度で推移しています。 

 

（参考）【算出式】経常経費充当一般財源÷（経常一般財源＋減税補てん債＋臨時財政対策債）×１００％ 

 

【経常収支比率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

【近隣市の経常収支比率】 

区  分 松戸市 千葉市 船橋市 市川市 柏市 

30 年度決算 93.0% 98.6% 96.0% 89.7% 90.8% 

 

 

 

 

経常収支比率は、近隣市等と同程度の９０％程度で推移しています。 
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４．市債の状況 

（１）30 年度市債の調達・償還の状況 

 

 

市債は、市民生活に密接に関連する道路、公園、教育施設、清掃施設、文化施設等、都市基

盤を整備し、長期の投資プロジェクトを実施するための財源として調達するものです。 

市債には、大規模な投資等を行う際、ある年度に過大に生じる財政負担を軽減し平準化する

といった計画的な財政運営を行うための機能や、税負担の公平性を確保するという機能を持っ

ています。 

このため、健全な財政運営の観点からは、市債を計画的に借り入れることにより、必要以上

に将来負担の増大を招くことのないように留意していく必要があります。 

 

【市債目的別調達額・残高】 

 

【市民１人当たりの市債の調達額、元金償還額、残高】 

 

0.3%

3.3%

12.1%

18.6%

0.9%

7.6%

10.7%
0.0%

46.5%

0.1%4.4%
3.6%

18.8%

1.1%
2.2%

13.3%

1.8%

54.7%

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

土 木 債

公営住宅債

消 防 債

教 育 債

減税補てん債

臨時財政対策債

（外円）

H30年度末残高

1,204億円

（内円）

H30年度調達額

125億円

（単位　円）

調達額 元金償還額 残高

   総  務  債 84 16 133

   民  生  債 828 439 10,675

   衛  生  債 3,024 2,134 8,752

   土  木  債 4,667 4,048 45,588

   公営住宅債 233 169 2,714

   消  防  債 1,911 607 5,308

   教  育  債 2,674 2,974 32,311

  減税補てん債 0 1,447 4,362

　臨時財政対策債 11,671 8,060 132,398

計 25,092 19,896 242,240

※人口は平成31年3月31日現在496,961人（住民基本台帳）で計算

平成30 年度は、市債を125 億円（148 億円）調達し、 

99 億円（155 億円）償還しました。市債の残高は、1,204 億円（1,995 億円）です。

（注）括弧内の数字は特別会計・企業会計を含めた市全体の市債残高 

（単位　億円）
調達額 残高

   総  務  債 0 1
   民  生  債 4 53
   衛  生  債 15 43
   土  木  債 23 227
   公営住宅債 1 13
   消  防  債 9 26
   教  育  債 13 161
  減税補てん債 0 22
　臨時財政対策債 58 658

計 125 1,204
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（単位　億円）
実質債務 標準

残高比率 財政規模

26年度 1,004 101 1,105 132.2 836

27年度 1,062 166 1,228 146.1 841

28年度 1,141 81 1,222 144.3 847

29年度 1,178 102 1,280 149.2 858

30年度 1,204 107 1,311 151.2 867

（参考）実質債務残高比率＝（市債現残高（一般会計）＋債務負担行為（一般会計））÷標準財政規模 × 100

市債現在高
（一般会計）

債務負担行為
（一般会計）

合計

（２）市債の残高 

 
 

市債残高の内訳は、一般会計で1,204 億円、企業会計（水道事業、病院事業、下水道事業）

で 791 億円であり、合計で 1,995 億円となりました。これを市民１人当たりに換算すると

401,470 円（前年度404,785 円）となり、前年度から3,315 円減少しました。 

市債残高は、普通交付税の振替措置である臨時財政対策債の影響等により、平成２４年度以

降、増加傾向にあります。 

 

 【市債及び債務負担行為の推移】 

 

（注）平成３０年度より下水道事業が特別会計から公営企業会計へ移行したため、市債現在高の内訳も変更 

 

【実質債務の状況】 
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市債の残高は、臨時財政対策債による調達の影響等により、 

近年増加傾向にありましたが、平成30 年度は8 億円程度減少しています。 
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（単位：億円）
松戸市

プライマリー
バランス

元金償還額 市債調達額

①－② ① ② 臨時財政対策債 その他
26年度 ▲ 46 82 129 66 63 26年度 ▲ 21.5兆円 1.5兆円
27年度 ▲ 58 72 130 60 70 27年度 ▲ 19.5兆円 3.8兆円
28年度 ▲ 79 79 158 52 107 28年度 ▲ 20.3兆円 1.3兆円
29年度 ▲ 37 83 120 57 63 29年度 ▲ 17.9兆円 2.2兆円
30年度 ▲ 26 85 111 58 53 30年度 ▲ 15.2兆円 1.9兆円
*松戸市分は決算カード、国・地方分は、内閣府「国民経済計算確報」、「中長期の経済財政に関する試算」より作成。

国 地方

（３）臨時財政対策債 

 
臨時財政対策債は、地方財源不足を補てんするために地方財政法の特例として発行された地

方交付税の振替財源的性格を持つ市債です。平成 13 年度の地方財政対策において措置され、

現在まで継続されています。 

松戸市の累積発行額（平成13 年度～30 年度）は912 億円、平成3０年度末現在高は658

億円となります。 

その他、国の政策的減税や地方財政対策により、地方財政計画上の財源不足額に対応して借

り入れた市債は以下のとおりです。 

 

【減税補てん債・臨時税収補てん債・臨時財政対策債の状況】 

 

 

松戸市のプライマリーバランスは、市債の調達額の増加に伴い、平成23 年度以降、赤字と

なっています。一方で、財政調整基金残高の範囲内であることから、今後の償還に特段の問題

はないものと考えられます。 

 

【松戸市、国、地方のプライマリーバランスの状況】 

 

 

 

 

 

平成 30 年度末の臨時財政対策債等の残高は、680 億円で一般会計の市債残高の 6 割近

くを占めています。 

松戸市のプライマリーバランスは、国と同様に赤字の状態にあります。 
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（４）債務の残高水準と返済能力（財政健全化判断比率） 

 

 

財政健全化判断比率は、健全化の状況を示す4 つの指標であり、地方公共団体の財政破たん

を未然に防ぐことを目的に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成19

年法律第94 号）において、算定と公表が求められています。 

松戸市の4 指標は、すべて国の定めた基準を下回り、健全な財政状況にあることを示してい

ます。 

 

【健全化判断比率】 

 

 

 （参考）健全化判断比率等の対象範囲 

 

30年度 29年度
早期健全化

基準（注1）

財政再生

基準（注2）

実質赤字比率
‐

（▲6.46％）

‐
（▲7.57％）

11.25% 20.00%

連結実質赤字比率
‐

（▲18.55％）

‐
（▲25.36％）

16.25% 30.00%

実質公債費比率
（3ヵ年平均）

1.0% 0.9% 25.0% 35.0%

2.4% 5.2% 350.0%

（注1） 財政健全化計画を定めなければならない基準

（注2） 財政再生計画を定めなければならない基準

（注3） 実質赤字比率、連結実質赤字比率については、参考に括弧内に計算上の実数値を記載

（注4） 健全化判断比率のそれぞれの計算方法と考え方については巻末参考による

健
全
化
判
断
比
率

再
生
判
断
比
率

区　　　　分

将来負担比率

国民健康保険特別会計

松戸競輪特別会計

駐車場事業特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

法非適用
企業

公設地方卸売市場事業
特別会計

水道事業会計

病院事業会計

下水道事業会計

北千葉広域水道企業団

千葉県市町村総合事務組合

千葉県後期高齢者医療
広域連合

千葉県信用保証協会ほか

公
営
企
業
会
計

公
営
事
業
会
計

地
方
公
共
団
体

一般
会計
等

一般会計

法適用
企業

一部事務組合
　　・広域連合

地方公社・
第三セクター等

実
質
赤
字

比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

会
計
ご
と
に
算
定

資
金
不
足
比

率

財政健全化判断比率から見た松戸市の債務水準（残高・返済能力） 

は健全な状況です。 



 
16 

５．貯金（基金）の状況 

 
【基金（全体と主な基金）の30 年度中の増減】 

区       分 29 年度末 積立額 取崩額 30 年度末 

基金現在高 317 億円 27 億円 4 億円 340 億円 

 うち財政調整基金 121 億円 7 億円 － 128 億円 

 うち病院施設整備基金 20 億円 １億円 ３億円 18 億円 

 うち庁舎建設基金 31 億円 10 億円 － 41 億円 

 

松戸市は、平成30 年度末現在、一般会計、特別会計合計で２７の基金を設置しています。 

基金は、条例に基づき設置し、特定の目的のために資金を積立てるもの（積立基金）と定

額の資金を運用するためのもの（定額運用基金）があります。 

その中で、財政調整基金は、主に年度間の財源調整の機能を持つもので、市の貯金に相当

します。財政調整基金については、今後の財政需要に備え、一定額を確保することとし、平

成30 年度末において128 億円（市民1 人当たり25,755 円）を積み立てています。 

 

【積立基金の年度末現在高（特別会計を除く）】 

  

将来の財政状況の変化に備え、弾力的に財政運営を行うため、 

財政調整基金に128 億円を積み立てています。 

平成30 年度は、前年度より7 億円程度増加しています。 
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【基金別の平成30 年度末残高】        総額 340 億2 千万円 

 
  

◇積立基金
1 財政調整基金 12,799,099 千円
2 学童災害共済基金 0 千円
3 松本清児童福祉基金 37,502 千円
4 福祉基金 63,511 千円
5 松戸市営白井聖地公園基金 88,312 千円
6 文化施設建設基金 122,884 千円
7 市債管理基金 25,000 千円
8 松戸市平和基金 62,198 千円
9 松戸市職員退職手当基金 55,561 千円

10 高志教育振興基金 127,377 千円
11 松戸市安全で安心なまちづくり基金 112,959 千円
12 松戸市緑地保全基金 102,484 千円
13 松戸市協働のまちづくり基金 7,573 千円
14 松戸市立小学校及び中学校施設等耐震改修基金 808,845 千円
15 松戸市病院施設整備基金 1,842,389 千円
16 スポーツ振興基金 28,123 千円
17 東日本大震災復興基金 407 千円
18 郷土遺産基金 82,247 千円
19 庁舎建設基金 4,084,914 千円

計 20,451,385 千円

◇ 定額運用基金
20 土地開発基金 4,800,000 千円
21 高額療養費貸付基金 13,856 千円
22 美術品等取得基金 410,000 千円

計 5,223,856 千円

8,347,145 千円

◇積立基金
23 国民健康保険事業財政調整基金 3,563,655 千円
24 介護給付費等準備基金 3,091,670 千円
25 松戸市競輪事業財政調整基金 1,673,820 千円

計 8,329,145 千円

◇ 定額運用基金
26 高額介護サービス費等貸付基金 10,000 千円
27 国民健康保険出産費資金貸付基金 8,000 千円

計 18,000 千円

【特別会計に属する基金】
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６．特別会計・公営企業会計の決算状況 

 

 

松戸市は、一般会計のほかに、6 つの特別会計と3 つの公営企業会計を設置しています。こ

れらの会計は、特定の歳入をもって特定の事業を行うことから、一般会計と区分して経理する

ことが地方財政法等に規定されています。 

特別会計及び公営企業会計は、原則として独立採算方式で行われており、一般会計からの繰

出しについては、制度上繰出すべき項目が規定されています。しかしながら、経営状況等を踏

まえ、料金引き上げ抑制や、収入不足に対する追加的な繰出しを行っているのが現状です。 

平成 30 年度決算における繰出金の総額は 155 億円、普通会計歳出決算総額 1,458 億円

の11％にあたる額が支出されています。 

 

【一般会計からの繰出金】 

 

 

（注）下水道事業は平成３０年度より特別会計から公営企業会計へ移行 

 

 

一般会計から特別会計・公営企業会計に対する繰出金は、 

近年増加傾向にありましたが、平成30 年度は前年度より22 億円減少しています。 
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【特別会計決算状況】 
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【企業会計決算状況】 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位　億円）

収益的収支 資本的収支 一般会計から 収益的収支 資本的収支 一般会計から
の繰出金 の繰出金

26年度 収入 20.9 0.3 0.5 185.1 13.1 37.4
支出 16.2 5.0 189.3 17.2

27年度 収入 17.2 0.2 0.4 189.0 21.4 32.6
支出 16.1 6.6 196.4 25.7

28年度 収入 16.9 0.2 0.5 197.3 91.6 38.6
支出 15.8 4.8 201.9 95.8

29年度 収入 17.0 1.3 0.6 206.7 176.6 53.6
支出 15.6 5.6 208.6 180.4

30年度 収入 17.1 0.6 0.5 217.3 10.5 30.7
支出 16.0 6.1 235.1 15.0

一般会計から 収益的収支 資本的収支 一般会計から
の繰出金 の繰出金

26年度 歳入 129.7 32.6
歳出 126.4

27年度 歳入 129.5 33.1
歳出 127.2

28年度 歳入 134.6 32.7
歳出 132.4

29年度 歳入 121.2 31.5
歳出 92.9

30年度 収入 120.0 47.9 32.6
支出 116.9 79.2

収益的収支 資本的収支 一般会計から
の繰出金

26年度 収入 206.0 13.4 38.0
支出 205.5 22.2

27年度 収入 206.2 21.6 32.9
支出 212.5 32.3

28年度 収入 214.2 91.8 39.1
支出 217.7 100.6

29年度 収入 223.7 177.9 54.1
支出 224.2 186.0

30年度 収入 354.4 59.0 63.8
支出 367.9 100.3

合　　　　　　　　計

病院事業

下水道事業

水道事業
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７．主要都市との財政指標の比較 

 

 

松戸市の財政指標について、全国 79１都市や近隣市、類似団体との比較を行いました。 

全国791 都市と比較した場合、松戸市はフローに関する指標の「義務的経費比率」が高く、

ストックに関する指標の「積立金残高／標準財政規模」がやや少ない状況にありますが、フロ

ーに関する指標の「自主財源比率」や「財政力指数」、ストックに関する指標の「地方債残高／

標準財政規模」は、全国の中でも上位水準（約2 割以内）を維持しています。 

 

（１） フローに関する指標 

①  歳入・収支に関する指標 

 

 

②  歳出・収支に関する指標 

  
 
 

【自主財源比率】

松戸市 全国平均 順位 近隣５市 類似団体

55.5% 55.7% 48.6% 166／791 ５位 43／108

【実質収支比率】

松戸市 全国平均 順位 近隣５市 類似団体

6.5% 7.6% 3.8% 146／791 １位 12／108

【財政力指数】

松戸市 全国平均 順位 近隣５市 類似団体

0.90 0.90 0.64 123／791 ５位 42／108

30年度
松戸市

29年度

30年度
松戸市

29年度

30年度
松戸市

29年度

【義務的経費比率】

松戸市 全国平均 順位 近隣５市 類似団体

56.7% 56.5% 50.8% 728／791 ４位 74／108

【投資的経費比率】

松戸市 全国平均 順位 近隣５市 類似団体

7.9% 9.0% 13.1% 651／791 ４位 83／108

30年度
松戸市

29年度

30年度
松戸市

29年度

財政指標を主要な都市と比較すると、 

松戸市の歳入・歳出の特徴が明らかになります。 
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（２）ストック（積立金・地方債）に関する指標 

  

（参考） 

・平成２９年度の計数は「全国都市財政年報（2017 年度決算）」日本経済新聞出版社を基に作成 

・平成３０年度の計数は、松戸市の一般会計決算を基に作成 

・近隣5 市は千葉市、船橋市、市川市、柏市、松戸市での順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【積立金残高／標準財政規模】

松戸市 全国平均 順位 近隣５市 類似団体

23.6% 22.1% ー 659／791 ３位 53／108

【地方債残高／標準財政規模】

松戸市 全国平均 順位 近隣５市 類似団体

138.9% 137.3% ー 169／791 ３位 31／108

【将来負担比率】

松戸市 全国平均 順位 近隣５市 類似団体

2.4% 5.2% ー 230／791 ３位 27／108

30年度
松戸市

29年度

30年度
松戸市

29年度

30年度
松戸市

29年度
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８．予算の概要 

 

（１）31 年度当初予算 

 一般会計の予算規模は、1,562 億円で、前年度比5.7％増となりました。また、全会計合計

では、3,180 億円、前年度比4.2％増となりました。  

   
【予算総額】               【市民1 人当たりの予算額】 

       
 

【性質別歳出予算】 

 

1,561億8,000万円

1,135億2,173万9千円

国民健康保険 450億1,382万円

松戸競輪 244億4,363万円

公設地方卸売市場事業 1億1,167万1千円

駐車場事業 1億5,300万2千円

介護保険 379億1,331万円

後期高齢者医療 58億8,630万6千円

482億6,103万円

水道事業 21億2,373万6千円

病院事業 261億7,592万3千円

下水道事業 199億6,137万1千円

3,179億6,276万9千円

内
　
訳

合計

一般会計予算

特別会計予算

内
　
　
訳

企業会計予算

市民1人当たりの予算額 （一般会計）

費目 予算額 （円） 区分 予算額 （円）

民生費 163,563 扶助費 100,489

衛生費 35,149 人件費 52,573

土木費 28,124 物件費 57,922

教育費 26,923 普通建設事業費 25,671

公債費 21,748 その他 77,861

総務費 22,562 合計 314,517

消防費 11,412

その他 5,036

合計 314,517

※人口は平成31年1月1日現在496,571人（住民基本台帳）で計算

目的別 性質別

構成比

31.9%

16.7%

18.4%

8.2%

24.8%

100.0%

その他 （補助費等、繰出金、公債費、維持補修費など） ３８６億６千万円

合計 １，５６１億８千万円

人件費 （職員の給与や議員報酬など） ２６１億１千万円

物件費 （消耗品費、光熱水費、委託料など） ２８７億６千万円

普通建設事業費 （公共施設の新増設等の経費） １２７億５千万円

区　分 金　額

扶助費 （生活保護費、各種措置費など） ４９９億円

平成31 年度当初予算は、健全財政の確保を基本としながら、 

できるだけ将来の負担を抑制し、子育て・教育・文化を軸として 

元気なまちづくりに必要な施策を積極的に取り入れ、1,562 億円を計上しています。 
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【主な事業】 

 子育て   

・地域型保育関係経費 27 億3,973 万円 

 小規模保育施設を10 カ所新設し、待機児童の解消を図ります。 

・民間保育所建設費補助金 6 億825 万円 

 民間保育所の新設2 カ所および建て替え1 カ所に対する補助を行います。 

・子どもの居場所づくりと貧困対策関係経費 2 億8,538 万円 

 「居場所づくり」「貧困の連鎖」「いじめ」などへの対応を強化し、子どもの明るい未来を応援します。 

・幼稚園預かり保育促進等関係経費 2 億2,867 万円 

 長時間の預かり保育を行う幼稚園に対して補助を行います。また、送迎保育ステーションを2 カ所 

増設し、利便性の向上を図ります。 

 

 文化・教育   

・松戸運動公園管理運営事業（陸上競技場）（継続費） 3 億2,600 万円 

 日本陸上連盟第3 種公認継続の取り組みとオリンピック・パラリンピック事前キャンプの施設利用 

に向けた整備を行います。 

・特色ある学校づくり推進事業 1 億6,768 万円 

 各学校が策定した特色ある学校づくり実践プランを支援します。 

・国際理解教育推進業務 1 億767 万円 

 小・中学校の9 年間を通して一貫した英語教育に取り組みます。 

・文化の香りのする街構築事業 5,040 万円 

 自然・科学・芸術をつなぐ国際芸術祭や、ポップカルチャーなどの地域活性化のために文化プログラ 

ムを実施します。 

・東京オリンピック・パラリンピック推進事業 2,768 万円 

 海外チームの事前キャンプの誘致活動や聖火リレーの誘致活動を進め、市民と共に機運を高める取り 

組みを実施します。 

・農産物ブランド化推進業務 2,660 万円 

 県内初となる「全国ねぎサミット」を開催します。 

 

 まちが再生し、賑わいのあるまちづくり   

・松戸駅周辺施設等整備事業 1 億500 万円 

松戸駅改良事業に関連するペデストリアンデッキの開口部の一部を閉鎖します。 

・まちづくり基本構想推進業務 4,882 万円 

まちづくり基本構想に基づく個別基本事業計画の策定を行い、松戸駅周辺の活性化を図ります。 

 安全・安心なまちづくりなどの施策   

・清掃施設整備事業 17 億14 万円 

 燃やせるごみ積み替え中継施設や（仮称）リサイクルプラザを建設します。 

・地域ぐるみ安全安心推進事業 1 億6,361 万円 

 さらなる犯罪率減少のため、通学路などの危険箇所に街頭防犯カメラを増設します。 
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（２）予算等の推移 
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（参考）平成30 年度決算カード 
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（参考）健全化判断比率のそれぞれの算定方法と考え方 

 

○実質赤字比率 

 
1 年間の収入に対する一般会計等の実質赤字の割合から財政運営の悪化状況を示す指標。 

・一般会計等の実質赤字額＝一般会計及び特別会計のうち、普通会計に相当する会計の実質的な赤字額 

・実質赤字額＝繰上充用額 ＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

 

○連結実質赤字比率  

 
1 年間の収入に対する、一般会計や国民健康保険事業等の特別会計、公営企業会計を含め

た全会計の実質赤字の割合から地方公共団体の財政運営の悪化状況を示す指標。 

（Ａ） 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

 （Ｂ） 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

 （Ｃ） 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

 （Ｄ） 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

○実質公債費比率  

 
1 年間の収入に対する、市債の元利償還金や公営企業の元利償還金への繰出金、公債費に

準ずる債務負担行為に基づく支払額等の割合を指標化し、公債費による財政負担の状況から

資金繰りの程度を示す指標。 

 
 

○将来負担比率 

 

将来の財政状況の悪化を未然に防止し、中長期的な視点に立った財政の健全性を確保する

観点から、1 年間の収入に対する、全会計の市債や債務負担行為残高、一部事務組合、公社

等、将来支払う可能性のある債務からこれらの支払いに充てることのできる基金残高を差し

引いた額の割合を指標化し、財政負担の程度を示す指標。 

一般会計等の実質赤字額

 標　準　財　政　規　模
実 質 赤 字 比 率 ＝ ×　100（％）

（Ａ＋Ｂ） － （Ｃ＋Ｄ）　

 標　準　財　政　規　模
連結実質 赤字 比率 ＝ ×　100（％）

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模　－
（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将 来 負 担 比 率 ＝ ×　100（％）


